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第 ６ 号選挙 

 
   笠松町選挙管理委員会委員及び同補充員の選挙について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８２条第１項の規定により、笠松町

選挙管理委員会委員及び同条第２項の規定により同補充員の各４人の選挙を行うも

のとする。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 選 挙 
              笠松町議会議長  伏  屋  隆  男 

 
 
笠松町選挙管理委員会委員当選者 

氏     名  

住     所 羽島郡笠松町 

生 年 月 日    年   月   日 

 

氏     名  

住     所 羽島郡笠松町 

生 年 月 日    年   月   日 

 

氏     名  

住     所 羽島郡笠松町 

生 年 月 日   年   月   日 
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氏     名  

住     所 羽島郡笠松町 

生 年 月 日    年   月   日 

 
同   補充員当選者 

氏     名  

住     所 羽島郡笠松町 

生 年 月 日    年   月   日 

 

氏     名  

住     所 羽島郡笠松町 

生 年 月 日    年   月   日 

 

氏     名  

住     所 羽島郡笠松町 

生 年 月 日    年   月   日 

 

氏     名  

住     所 羽島郡笠松町 

生 年 月 日    年   月   日 
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第 ３ 号報告 

 
   専決処分の報告について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会に

おいて指定されている事項について次のとおり専決処分したので、同条第２項の規

定によりこれを報告する。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 報 告 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 

記 

 
１ 令和６年５月１７日 専 決 
  財物事故に係る損害賠償の額 
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専  決  処  分  書 

 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、町議

会の議決により指定された町長の専決処分事項について、次のとおり専決処分する。 

 
令和 ６ 年 ５ 月１７日 

笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 
財物事故に係る損害賠償の額を次のとおり定めるものとする。 

 
 １ 相手方    笠松町在住 男性 

                  
 ２ 事故の概要  令和６年３月１２日笠松町奈良町地内を自動車で走行中、堤

防の法面にある桜の木が落下したことにより、自動車助手席側

天井サイドルーフの一部がへこんだ。 

 
 ３ 損害賠償額  金 ９９８，６７０円 
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第 ４ 号報告 

 
   繰越明許費繰越計算書の報告について 

 
 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により、

令和５年度笠松町一般会計繰越明許費繰越計算書について次のとおり報告する。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 報 告 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 
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第 ５ 号報告 

 
   建設改良費繰越計算書（下水道事業）の報告について 

 
 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定に基づく令

和５年度笠松町下水道事業会計予算の建設改良費の繰越額について、同条第３項の

規定により次の繰越計算書のとおり報告する。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 報 告 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 
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第４６号議案 

 
   笠松町税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告して承認を求める。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 提 出 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 

記 

 
１ 令和６年３月３０日 専 決 

笠松町税条例の一部を改正する条例 
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専  決  処  分  書 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、町議

会の議決すべき事件について特に緊急を要するため町議会を招集する時間的余裕が

ないことが明らかであると認めるので、次のとおり専決処分する。 

 
１ 笠松町税条例の一部を改正する条例 

 
  令和 ６ 年 ３ 月３０日 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 
   笠松町税条例の一部を改正する条例 

 
 笠松町税条例（昭和３０年笠松町条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 
 第３３条の４第１項中「次に掲げる寄附金又は金銭」を「法第３１４条の７第１

項第１号及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金」に、「法第３１４条の７

第１項」を「同項」に改め、同項第１号中「又は金銭」を削り、同号ケを次のよう

に改める。 
  ケ 所得税法第７８条第２項第４号に規定する公益信託の信託財産とするため

に支出した当該公益信託に係る信託事務に関連する寄附金のうち、岐阜県知

事又は岐阜県教育委員会の許可を受けた公益信託に対するものとして町長が

指定したもの 
 第５１条第２項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の部分に

次のただし書を加える。 
  ただし、町長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明らかであり、

かつ、町民税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 
 第５１条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め

る。 
 第５６条中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改める。 
 第７１条第３項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の部分に
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の次に次のただし書を加える。 
  ただし、町長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに該当する

ことが明らかであり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認める場合は、

この限りでない。 
 第７１条第４項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め

る。 
 第１３９条の３第２項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の

部分に次のただし書を加える。 
  ただし、町長が、当該者が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに

該当することが明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認

める場合は、この限りでない。 
 第１３９条の３第３項中「によって」を「により」に改める。 
 附則第４条の３の２を削る。 
 附則第４条の４の次に次の１条を加える。 
 （令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例） 
第４条の５ 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条の４第４項に規定す

る特例損失金額（以下この項において「特例損失金額」という。）がある場合には、

特例損失金額（同条第４項に規定する災害関連支出がある場合には、第３項に規

定する申告書の提出の日の前日までに支出したものに限る。以下この項及び次項

において「損失対象金額」という。）について、令和５年において生じた法第３１

４条の２第１項第１号に規定する損失の金額として、この条例の規定を適用する

ことができる。この場合において、第３２条の３の規定により控除された金額に

係る当該損失対象金額は、その者の令和７年度以後の年度分で当該損失対象金額

が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の町民税に係るこの条例の規定の適用

については、当該損失対象金額が生じた年において生じなかったものとみなす。 
２ 前項前段の場合において、第３２条の３の規定により控除された金額に係る損

失対象金額のうちに同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第４８条の

６第１項に規定する親族の有する法附則第４条の４第４項に規定する資産につい

て受けた損失の金額（以下この項において「親族資産損失額」という。）があると

きは、当該親族資産損失額は、当該親族の令和７年度以後の年度分で当該親族資

産損失額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の町民税に係るこの条例の規

定の適用については、当該親族資産損失額が生じた年において生じなかったもの
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とみなす。 
３ 第１項の規定は、令和６年度分の第３６条の２第１項又は第４項の規定による

申告書（その提出期限後において町民税の納税通知書が送達される時までに提出

されたもの及びその時までに提出された第３６条の３第１項の確定申告書を含

む。）に第１項の規定の適用を受けようとする旨の記載がある場合（これらの申告

書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると町長が認める場合を

含む。）に限り、適用する。 
 附則第５条中「附則第４条の４第３項」を「附則第４条の５第３項」に改める。 
 附則第６条の４の次に次の４条を加える。 
 （令和６年度分の個人の町民税の特別税額控除） 
第６条の５ 令和６年度分の個人の町民税に限り、法附則第５条の８第４項及び第

５項に規定するところにより控除すべき町民税に係る令和６年度分特別税額控除

額を、前年の合計所得金額が１，８０５万円以下である所得割の納税義務者（次

条及び附則第６条の７において「特別税額控除対象納税義務者」という。）の第３

３条、第３３条の３から第３３条の６まで、附則第４条の４第２項、附則第６条

第１項、附則第６条の３の２第１項、前条及び附則第８条の２の規定を適用した

場合の所得割の額から控除する。 
２ 前項の規定の適用がある場合における第３３条の４第２項、第４７条の５第１

項及び前条の規定の適用については、第３３条の４第２項及び前条中「附則第５

条の６第２項」とあるのは「附則第５条の６第２項及び第５条の８第６項」と、

第４７条の５第１項中「課した」とあるのは「附則第６条の５第１項の規定の適

用がないものとした場合に課すべき」と、「の前々年中」とあるのは「の同項の規

定の適用がないものとした場合における前々年中」と、「、前々年中」とあるのは

「、附則第６条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における前々年中」

とする。 
 （令和６年度分の個人の町民税の納税通知書に関する特例） 
第６条の６ 令和６年度分の個人の町民税に限り、個人の町民税の納税通知書に記

載すべき各納期の納付額については、第４１条の規定にかかわらず、次に定める

ところによる。 
 （１） 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の

町民税の額（前条第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される普通

徴収に係る個人の町民税の額をいう。）、特別税額控除前の普通徴収に係る個人
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の県民税の額（法附則第５条の８第１項及び第２項の規定の適用がないものと

した場合に算出される普通徴収に係る個人の県民税の額をいう。）及び普通徴収

に係る森林環境税の額の合算額（以下この号において「特別税額控除前の普通

徴収に係る個人の住民税の額」という。）からその者の普通徴収に係る個人の町

民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の

額の合算額を控除した額（以下この項において「普通徴収の個人の住民税に係

る特別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人

の住民税の額を４で除して得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数があ

るとき、又は当該金額の全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）に

３を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税

の額から控除した残額に相当する金額（以下この項において「第１期分金額」

という。）に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、

第４０条第１項に規定する第１期の納期（以下この項、次項及び次条第１項に

おいて「第１期納期」という。）においてはその者の第１期分金額からその者の

普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、その他のそ

れぞれの納期においてはその者の分割金額とする。 
 （２） 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とそ

の者の分割金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき

各納期の納付額は、第１期納期においてはないものとし、第４０条第１項に規

定する第２期の納期（以下この項及び次条第１項において「第２期納期」とい

う。）においてはその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額からその

者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、第４０

条第１項に規定する第３期の納期（以下この項において「第３期納期」という。）

及び同条第１項に規定する第４期の納期（以下この項において「第４期納期」

という。）においてはその者の分割金額とする。 
 （３） 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額以上であり、か

つ、その者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計

額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１

期納期及び第２期納期においてはないものとし、第３期納期においてはその者
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の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額からその

者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、第４期

分納期においてはその者の分割金額とする。 
 （４） 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との

合計額以上である場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、

第１期納期、第２期納期及び第３期納期においてはないものとし、第４期納期

においてはその者の普通徴収に係る個人の町民税の額、普通徴収に係る個人の

県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額とする。 
２ 令和６年度分の個人の町民税（第１期納期から第４７条第１項の規定により普

通徴収の方法によって徴収されることとなったものを除く。）を同項の規定により

普通徴収の方法によって徴収する場合については、前項の規定は、適用しない。 
 （令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の町民税に関する特例） 
第６条の７ 令和６年度分の個人の町民税に限り、第４７条の２第１項の規定によ

り特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の町民税

（第３項において「年金所得に係る特別徴収の個人の町民税」という。）の額及び

同条第２項の規定により普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所

得に係る個人の町民税の額については、次に定めるところによる。 
 （１） 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個人の

町民税の額（附則第６条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に算出

される第４７条の２第１項に規定する前年中の公的年金等に係る所得に係る所

得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下

この号及び第５号において同じ。）の合算額（以下この号及び第５号において「年

金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額」という。）をいう。以下この号及

び第３項第１号において同じ。）からその者の年金所得に係る所得割額及び均等

割額の合算額を控除した額（以下この項及び第３項において「年金所得に係る

個人の町民税に係る特別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普

通徴収に係る個人の町民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の町民

税の額から特別税額控除前の特別徴収に係る個人の町民税の額（特別税額控除

前の年金所得に係る個人の町民税の額の２分の１に相当する額をいう。以下こ

の号において同じ。）を控除した額をいう。以下この号において同じ。）を２で

除して得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数があるとき、又は当該金
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額の全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り

捨てた金額。以下この項において「第２期分金額」という。）をその者の特別税

額控除前の普通徴収に係る個人の町民税の額から控除した残額に相当する金額

（以下この項において「第１期分金額」という。）に満たない場合には、第１期

納期及び第２期納期に普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所

得に係る個人の町民税の額（以下この項において「普通徴収対象税額」という。）

並びに第４７条の３に規定する特別徴収対象年金給付の支払をする際、特別徴

収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の町民税の額

（以下この項及び第３項において「特別徴収対象税額」という。）は、第１期納

期においてはその者の第１期分金額からその者の年金所得に係る個人の町民税

に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、第２期納期においては

その者の第２期分金額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間においてはその者の特別税額控除前の特別徴収に

係る個人の町民税の額を３で除して得た金額（当該金額に１００円未満の端数

があるとき、又は当該金額の全額が１００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）に

２を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の町民税

の額から控除した残額に相当する金額（以下この項において「１０月分金額」

という。）に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間にお

いてはその者の分割金額に相当する税額とする。 
 （２） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額

とその者の第２期分金額との合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及

び特別徴収対象税額は、第１期納期における税額はないものとし、第２期納期

においてはその者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額からその

者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当

する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間

においてはその者の１０月分金額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の

３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 
 （３） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額以上で

あり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０
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月分金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税

額は、第１期納期及び第２期納期における税額はないものとし、当該年度の初

日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間においてはその者の第１

期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月分金額の合計額からその

者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当

する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の

分割金額に相当する税額とする。 
 （４） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０

月分金額の合計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期

分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金額の合計額に満たない場合

には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期

並びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間にお

ける税額はないものとし、同年１２月１日から翌年の１月３１日までの間にお

いてはその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額

及びその者の分割金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の町民税に係

る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年２月１日から３月３１

日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 
 （５） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０月

分金額及びその者の分割金額の合計額以上である場合には、普通徴収対象税額

及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期並びに当該年度の初日の

属する年の１０月１日から翌年の１月３１日までの間における税額はないもの

とし、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者の年金所得に係

る所得割額及び均等割額の合算額に相当する税額とする。 
２ 前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用については、

同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０

月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係

る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「附則第６条

の７第１項各号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 
３ 令和６年度分の個人の町民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の町民税

の額（第１項の規定の適用があるものを除く。）については、次に定めるところに
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よる。 
 （１） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別

税額控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の町民税の額（特

別税額控除前の年金所得に係る個人の町民税の額から第４７条の５第１項に規

定する年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額をいう。以下この号におい

て同じ。）を３で除して得た金額（当該金額に１００円未満の端数があるとき、

又は当該金額の全額が１００円未満であるときは、その端数金額又はその全額

を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）に２を乗じて得

た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の町民税の額から控除

した残額に相当する金額（以下この項において「１０月分金額」という。）に満

たない場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間においてはその者の１０月分金額からその者の年

金所得に係る個人の町民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税

額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金

額に相当する税額とする。 
 （２） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別

税額控除額がその者の１０月分金額以上であり、かつ、その者の１０月分金額

とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、特別徴収対象税額は、当

該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間における税額

はないものとし、同年１２月１日から翌年の１月３１日までの間においてはそ

の者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額からその者の年金所得に係

る個人の町民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年２

月１日から３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額と

する。 
 （３） 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の町民税に係る特別

税額控除額がその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額以上である

場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から

翌年の１月３１日までの間における税額はないものとし、同年２月１日から３

月３１日までの間においてはその者の第４７条の５第２項の規定により読み替

えられた第４７条の２第１項に規定する年金所得に係る特別徴収税額に相当す

る税額とする。 
４ 前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用については、
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同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０

月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係

る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「附則第６条

の７第３項各号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 
５ 令和６年度分の個人の町民税につき第４７条の６第１項の規定の適用がある場

合については、前各項の規定は、適用しない。 
 （令和７年度分の個人の町民税の特別税額控除） 
第６条の８ 令和７年度分の個人の町民税に限り、法附則第５条の１２第３項及び

第４項に規定するところにより控除すべき町民税に係る令和７年度分特別税額控

除額を、同条第３項に規定する特別税額控除対象納税義務者の第３３条、第３３

条の３から第３３条の６まで、附則第４条の４第２項、附則第６条第１項、附則

第６条の３の２第１項、附則第６条の４及び附則第８条の２の規定を適用した場

合の所得割の額から控除する。 
 附則第７条第２項中「前条」を「附則第６条の４」に改め、同条第３項中「第３

３条の６第１項」の次に「、附則第６条の５第１項及び前条」を加え、「同項」を「第

３３条の６第１項」に、「とあるのは、」を「とあるのは」に、「とする」を「と、附

則第６条の５第１項中「前条」とあるのは「前条、附則第７条第２項」と、前条中

「附則第６条の４」とあるのは「附則第６条の４、次条第２項」とする」に改める。 
 附則第９条の２第１４項を削り、同条第１３項を同条第１４項とし、同条第１２

項中「附則第１５条第２５項第３号ハ」を「附則第１５条第２５項第４号ハ」に改

め、同項を同条第１３項とし、同条第１１項中「附則第１５条第２５項第３号ロ」

を「附則第１５条第２５項第４号ロ」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１

０項中「附則第１５条第２５項第３号イ」を「附則第１５条第２５項第４号イ」に

改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項中「附則第１５条第２５項第２号ハ」

を「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第８

項中「附則第１５条第２５項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改

め、同項を同条第９項とし、同条第７項中「附則第１５条第２５項第２号イ」を「附

則第１５条第２５項第３号イ」に改め、同項を同条第８項とし、同条第６項の次に

次の１項を加える。 
７ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号に規定する条例で

定める割合は７分の６とする。 
 附則第９条の２第１５項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第３２項」
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に改め、同条第１７項を同条第１８項とし、同条第１６項を同条第１７項とし、同

条第１５項の次に次の１項を加える。 
１６ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は２分の１とする。 
 附則第９条の３第１３項を同条第１４項とし、同条第１２項中「附則第７条第１

７項」を「附則第７条第１８項」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第１１項

中「附則第７条第１６項各号」を「附則第７条第１７項各号」に改め、同項を同条

第１２項とし、同条第１０項中「附則第７条第１１項各号に規定する」を「附則第

７条第１２項各号に掲げる」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項中「附

則第７条第１０項各号に規定する」を「附則第７条第１１項各号に掲げる」に改め、

同項を同条第１０項とし、同条第８項中「附則第７条第９項各号」を「附則第７条

第１０項各号」に改め、同項を同条第９項とし、同条第７項中「附則第７条第８項

各号」を「附則第７条第９項各号」に改め、同項を同条第８項とし、第３項から第

６項までを１項ずつ繰り下げ、第２項の次に次の１項を加える。 
３ 法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のうち区分所有に係

る住宅については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、長期優良住

宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第５条第４項に規定す

る管理者等から、法附則第１５条の７第３項に規定する期間内に施行規則附則第

７条第４項に規定する書類の提出がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附

則第１５条の７第１項又は第２項に規定する要件に該当すると認められるときは、

前項の規定にかかわらず、同条第１項又は第２項の規定を適用することができる。 
 附則第１０条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から

令和８年度まで」に改める。 
 附則第１０条の２の見出し中「令和４年度又は令和５年度」を「令和７年度又は

令和８年度」に改め、同条第１項中「令和４年度分又は令和５年度分」を「令和７

年度分又は令和８年度分」に改め、同条第２項中「令和４年度適用土地又は令和４

年度類似適用土地」を「令和７年度適用土地又は令和７年度類似適用土地」に、「令

和５年度分」を「令和８年度分」に改める。 
 附則第１１条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から

令和８年度まで」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令

和６年度から令和８年度まで」に改め、「（商業地等に係る令和４年度分の固定資産

税にあっては、１００分の２．５）」及び「（令和３年度分の固定資産税にあっては、

前年度分の固定資産税の課税標準額）」を削り、同条第２項及び第３項中「令和４年
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度分及び令和５年度分」を「令和６年度から令和８年度までの各年度分」に改め、

同条第４項及び第５項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令

和８年度まで」に改める。 
 附則第１２条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から

令和８年度まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年

度から令和８年度まで」に改め、「。以下この条において同じ。」及び「（令和３年度

分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を削る。 
 附則第１２条の３の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度

から令和８年度まで」に改め、同条中「地方税法等の一部を改正する法律（令和３

年法律第７号）附則第１４条」を「地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法

律第４号）附則第２１条」に、「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度か

ら令和８年度まで」に改める。 
 附則第１４条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令

和８年度まで」に改め、同条第２項中「令和６年３月３１日まで」を「令和９年３

月３１日まで」に改める。 
 附則第１５条の３第３項に次の１号を加える。 
 （５） 附則第６条の５及び附則第６条の８の規定の適用については、附則第６

条の５第１項及び附則第６条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに附則第１５条の３第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 
 附則第１５条の４第３項に次の１号を加える。 
 （５） 附則第６条の５及び附則第６条の８の規定の適用については、附則第６

条の５第１項及び附則第６条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに附則第１５条の４第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 
 附則第１６条第３項に次の１号を加える。 
 （５） 附則第６条の５及び附則第６条の８の規定の適用については、附則第６

条の５第１項及び附則第６条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに附則第１６条第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 
 附則第１７条第５項に次の１号を加える。 
 （５） 附則第６条の５及び附則第６条の８の規定の適用については、附則第６

条の５第１項及び附則第６条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに附則第１７条第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 
 附則第１８条第２項に次の１号を加える。 

-21-



 （５） 附則第６条の５及び附則第６条の８の規定の適用については、附則第６

条の５第１項及び附則第６条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに附則第１８条第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 
 附則第１９条第２項に次の１号を加える。 
 （５） 附則第６条の５及び附則第６条の８の規定の適用については、附則第６

条の５第１項及び附則第６条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに附則第１９条第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 
 附則第１９条の２第２項に次の１号を加える。 
 （５） 附則第６条の５及び附則第６条の８の規定の適用については、附則第６

条の５第１項及び附則第６条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに附則第１９条の２第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 
 附則第１９条の２第５項に次の１号を加える。 
 （５） 附則第６条の５及び附則第６条の８の規定の適用については、附則第６

条の５第１項及び附則第６条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに附則第１９条の２第３項後段の規定による町民税の所得割の額」とする。 
 附則第１９条の３第２項に次の１号を加える。 
 （５） 附則第６条の５及び附則第６条の８の規定の適用については、附則第６

条の５第１項及び附則第６条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに附則第１９条の３第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 
 附則第１９条の３第５項に次の１号を加える。 
 （５） 附則第６条の５及び附則第６条の８の規定の適用については、附則第６

条の５第１項及び附則第６条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに附則第１９条の３第３項後段の規定による町民税の所得割の額」とする。 

 
   附 則 
 （施行期日） 
第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行し、改正後の附則第４条の５及び

第５条の規定は令和６年２月２１日から適用する。ただし、次の各号に掲げる規

定は当該各号に定める日から施行する。 
 （１） 第５６条の改正規定 令和７年４月１日 
 （２） 第３３条の４第１項の改正規定、附則第４条の３の２を削る改正規定並

びに次条の規定 公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）の施行の日
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の属する年の翌年の１月１日 
 （町民税に関する経過措置） 
第２条 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１

項の規定の適用がある場合における前条第２号に掲げる規定による改正後の町税

条例第３３条の４第１項（第１号ケに係る部分に限る。）の規定の適用については、

同項第１号ケ中「寄附金」とあるのは、「寄附金（所得税法等の一部を改正する法

律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定によりなおその効力を有する

ものとされる同法第１条の規定による改正前の所得税法第７８条第３項の規定に

より特定寄附金とみなされるものを含む。）」とする。 
 （固定資産税に関する経過措置） 
第３条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の町税条例の規定中

固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税について適用

し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 
２ 令和２年４月１日かられ和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税

法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の

地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第４項において「旧法」という。）

附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課す

る固定資産税については、なお従前の例による。 
３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５

条第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の

用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 
４ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行

の日から令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条３９項に規

定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税

については、なお従前の例による。 
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第４７号議案 

 
   笠松町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告して承認を求める。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 提 出 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 

記 

 
１ 令和６年３月３０日 専 決 

笠松町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 
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専  決  処  分  書 

 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、町議

会の議決すべき事件について特に緊急を要するため町議会を招集する時間的余裕が

ないことが明らかであると認めるので、次のとおり専決処分する。 

 
１ 笠松町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 
令和 ６ 年 ３ 月３０日 

笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 

笠松町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 
笠松町国民健康保険税条例（昭和４２年笠松町条例第２６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 
 第２条第３項ただし書中「２２万円」を「２４万円」に改める。 
 第２３条第１項中「２２万円」を「２４万円」に改め、同項第２号中「２９万円」

を「２９万５，０００円」に改め、同項第３号中「５３万５千円」を「５４万５，

０００円」に改める。 

   
附 則 

（施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 
２ この条例による改正後の笠松町国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。 
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第４８号議案 

 
令和６年度笠松町一般会計補正予算（専決第１号）の専決処分の承認につい

て 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告して承認を求める。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 提 出 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 

記 

 
１ 令和 ６ 年 ５ 月 ７ 日 専 決 

令和６年度笠松町一般会計補正予算（専決第１号） 
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専  決  処  分  書 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、町議

会の議決すべき事件について特に緊急を要するため町議会を招集する時間的余裕が

ないことが明らかであると認めるので、次のとおり専決処分する。 

 
１ 令和６年度笠松町一般会計補正予算（専決第１号） 

 
  令和 ６ 年 ５ 月 ７ 日 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 
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７
，

８
４

５
，

３
４

３
千

円
と
 
す
 
る
。
　
　
　

２第
１

条
れ

３
０

３
，

６
４

４
千

円
を

追
加

し
、

歳
入

歳
出

予
算

の
総

額
を

既
定

の
歳

入
歳

出
予

算
の

総
額

に
歳

入
歳

出
そ

れ
ぞ

歳
入

歳
出

予
算

の
補

正
の

款
項

の
区

分
及

び
当

該
区

分
ご

と
の

金
額

並
び

に
補

正
後

の
歳

入
歳

出
予

算
の

金
額

は
、

笠
 
　
松
 
　
町
 
　
長
　
　
　
古
　
　
田
　
 
　
聖
　
　
人

令
 
和
 
６
 
年
 
度
 
笠
 
松
 
町
 
一
 
般
 
会
 
計
 
補
 
正
 
予
 
算
 
書

令
 
和
 
６
 
年
 
度
 
笠
 
松
 
町
 
一
 
般
 
会
 
計
 
補
 
正
 
予
 
算
 
（
 
専
 
決
 
第
 
１
 
号
 
）

令
和

６
年

度
笠

松
町

の
一

般
会

計
補

正
予

算
（

専
決

第
１

号
）

は
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

歳
入

歳
出

そ
れ

ぞ
れ

（
歳
 
入
 
歳
 
出
 
予
 
算
 
の
 
補
 
正
）

「
第

１
表

歳
入

歳
出

予
算

補
正

」
に

よ
る

。

令
　
和
 
６
 
年
 
５
 
月
 
７
 
日
　
　

専
 
　
決
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(
歳

　
入

)
(
単

位
：

千
円
)

款
項

補
 
 
正

 
 
前

 
 
の

 
 
額

補
　

　
正

　
　
額

計

1
2
分

担
金

及
び

負
担

金
１

５
５

，
２

８
０

２
９

７
１

５
５

，
５

７
７

1
負

担
金

１
５

５
，

２
８
０

２
９

７
１

５
５

，
５

７
７

1
4
国

庫
支

出
金

９
５

６
，

５
１
４

３
０

０
，

４
１
７

１
，

２
５

６
，

９
３
１

2
国

庫
補

助
金

１
３

７
，

６
６
９

３
０

０
，

４
１
７

４
３

８
，

０
８
６

1
5
県

支
出

金
６

２
８

，
９

１
３

１
，

０
０
０

６
２

９
，

９
１
３

2
県

補
助

金
１

５
９

，
１

４
１

１
，

０
０
０

１
６

０
，

１
４
１

1
9
繰

越
金

１
６

３
，

６
９
９

１
，

９
３
０

１
６

５
，

６
２
９

1
繰

越
金

１
６

３
，

６
９
９

１
，

９
３
０

１
６

５
，

６
２
９

歳
　

　
　

　
　

入
　

　
　

　
　

合
　

　
　

　
　
計

７
，

５
４

１
，

６
９
９

３
０

３
，

６
４
４

７
，

８
４

５
，

３
４
３

第
１

表
　

歳
 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
補

 
正
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(
歳

　
出

)
(
単

位
：

千
円
)

款
項

補
 
 
正

 
 
前

 
 
の

 
 
額

補
　

　
正

　
　
額

計

2
総

務
費

９
０

４
，

６
６
８

２
０

３
，

３
８
０

１
，

１
０

８
，

０
４
８

1
総

務
管

理
費

４
７

７
，

９
０
２

７
９

２
４

７
８

，
６

９
４

3
徴

税
費

１
１

６
，

３
２
６

２
０

２
，

５
８
８

３
１

８
，

９
１
４

3
民

生
費

２
，

８
２

８
，

４
２
８

９
７

，
８

２
９

２
，

９
２

６
，

２
５
７

1
社

会
福

祉
費

１
，

９
７

２
，

０
６
４

９
７

，
８

２
９

２
，

０
６

９
，

８
９
３

4
衛

生
費

１
，

０
３

８
，

５
８
２

４
３

５
１

，
０

３
９

，
０

１
７

1
保

健
衛

生
費

２
９

３
，

４
２
２

４
３

５
２

９
３

，
８

５
７

7
土

木
費

６
６

９
，

８
７
２

２
，

０
０
０

６
７

１
，

８
７
２

4
都

市
計

画
費

３
１

４
，

３
３
５

２
，

０
０
０

３
１

６
，

３
３
５

歳
　

　
　

　
　

出
　

　
　

　
　

合
　

　
　

　
　
計

７
，

５
４

１
，

６
９
９

３
０

３
，

６
４
４

７
，

８
４

５
，

３
４
３
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１
　

歳
入

(
款

)
 
1
2
 
分

担
金

及
び

負
担

金

(
項

)
 
1
 
負

担
金

(
単

位
：

千
円

)

節

補
正

前
の

額
補

 
正

 
額

計
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

 
1
総

務
費

負
担

金
8
,
1
1
4

2
9
7

8
,
4
1
1

 
1
総

務
管

理
費

負
担

金
2
9
7
人

事
給

与
シ

ス
テ

ム
利

用
負

担
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計
1
5
5
,
2
8
0

2
9
7

1
5
5
,
5
7
7

(
款

)
 
1
4
 
国

庫
支

出
金

(
項

)
 
2
 
国

庫
補

助
金

(
単

位
：

千
円

)

節

補
正

前
の

額
補

 
正

 
額

計
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

 
1
総

務
費

国
庫

補
助

金
6
6
,
1
8
1

3
0
0
,
4
1
7

3
6
6
,
5
9
8

 
1
企

画
総

務
費

補
助

金
3
0
0
,
4
1
7
物

価
高

騰
対

応
重

点
支

援
地

方
創

生
臨

時
交

付
金

 
 
 
 

計
1
3
7
,
6
6
9

3
0
0
,
4
1
7

4
3
8
,
0
8
6

(
款

)
 
1
5
 
県

支
出

金

(
項

)
 
2
 
県

補
助

金
(
単

位
：

千
円

)

節

補
正

前
の

額
補

 
正

 
額

計
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

 
5
土

木
費

補
助

金
2
,
1
9
4

1
,
0
0
0

3
,
1
9
4

 
1
都

市
計

画
費

補
助

金
1
,
0
0
0
空

家
等

除
却

費
支

援
事

業
費

補
助

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計
1
5
9
,
1
4
1

1
,
0
0
0

1
6
0
,
1
4
1

歳
入

歳
出

補
正

予
算

事
項

別
明

細
書

目
区

 
 
 
 
 
分

金
 
 
 
額

目
区

 
 
 
 
 
分

金
 
 
 
額

目
区

 
 
 
 
 
分

金
 
 
 
額
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(
款

)
 
1
9
 
繰

越
金

(
項

)
 
1
 
繰

越
金

(
単

位
：

千
円

)

節

補
正

前
の

額
補

 
正

 
額

計
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

 
1
繰

越
金

1
6
3
,
6
9
9

1
,
9
3
0

1
6
5
,
6
2
9

 
1
前

年
度

繰
越

金
1
,
9
3
0
前

年
度

繰
越

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計
1
6
3
,
6
9
9

1
,
9
3
0

1
6
5
,
6
2
9

目
区

 
 
 
 
 
分

金
 
 
 
額

２
　

歳
出

(款
) 

2 
総

務
費

(項
) 

1 
総

務
管

理
費

(単
位

：
千

円
)

補
　

 正
　

 額
　

 の
　

 財
　

 源
　

 内
　

 訳
節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
  

  
定

  
  

財
  

  
源

説
　

　
　

明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 1
一

般
管

理
費

28
4,

88
5

79
2

28
5,

67
7

29
7

49
5

12
委

託
料

79
2
情

報
セ

ン
タ

ー
委

託
料

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

計
47

7,
90

2
79

2
47

8,
69

4
29

7
49

5

(款
) 

2 
総

務
費

(項
) 

3 
徴

税
費

(単
位

：
千

円
)

補
　

 正
　

 額
　

 の
　

 財
　

 源
　

 内
　

 訳
節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
  

  
定

  
  

財
  

  
源

説
　

　
　

明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 1
税

務
総

務
費

79
,9

21
20

2,
58

8
28

2,
50

9
20

2,
58

8
 1

報
酬

30
6
会

計
年

度
任

用
職

員
報

酬
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 3
職

員
手

当
等

60
0
時

間
外

勤
務

手
当

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

10
需

用
費

40
7
消

耗
品

費
20

0

印
刷

製
本

費
20

7

11
役

務
費

2,
30

7
通

信
運

搬
費

1,
29

5

手
数

料
1,

01
2

12
委

託
料

8,
96

8
情

報
セ

ン
タ

ー
委

託
料

1,
58

4

コ
ー

ル
セ

ン
タ

ー
業

務
委

託
料

4,
18

0

人
材

派
遣

委
託

料
3,

20
4

18
負

担
金

補
助

19
0,

00
0
定

額
減

税
補

足
給

付
金

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

及
び

交
付

金

計
11

6,
32

6
20

2,
58

8
31

8,
91

4
20

2,
58

8

金
  

 額
一

般
財

源
区

  
 分

一
般

財
源

区
  

 分
金

  
 額
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(
款

)
 
3
 
民

生
費

(
項
)
 
1
 
社

会
福

祉
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
社

会
福

祉
総

6
0
8
,
4
9
1

9
7
,
8
2
9

7
0
6
,
3
2
0

9
7
,
8
2
9

 
3
職

員
手

当
等

3
7
5
時

間
外

勤
務

手
当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

務
費

1
0
需

用
費

1
3
2
消

耗
品

費
5
0

印
刷

製
本

費
8
2

1
1
役

務
費

5
4
0
通

信
運

搬
費

3
1
4

手
数

料
2
2
6

1
2
委

託
料

1
,
7
8
2
情

報
セ

ン
タ

ー
委

託
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1
8
負

担
金

補
助

9
5
,
0
0
0
住

民
税

非
課

税
世

帯
等

生
活

支
援

給
付

金
 
 
 
 
 
 

及
び

交
付
金

計
1
,
9
7
2
,
0
6
4

9
7
,
8
2
9

2
,
0
6
9
,
8
9
3

9
7
,
8
2
9

(
款

)
 
4
 
衛

生
費

(
項
)
 
1
 
保

健
衛

生
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
保

健
衛

生
総

1
5
2
,
0
0
2

4
3
5

1
5
2
,
4
3
7

4
3
5

2
2
償

還
金

利
子

4
3
5
返

還
金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

務
費

及
び

割
引
料

計
2
9
3
,
4
2
2

4
3
5

2
9
3
,
8
5
7

4
3
5

(
款

)
 
7
 
土

木
費

(
項
)
 
4
 
都

市
計

画
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
都

市
計

画
総

2
5
2
,
1
2
9

2
,
0
0
0

2
5
4
,
1
2
9

1
,
0
0
0

1
,
0
0
0

1
8
負

担
金

補
助

2
,
0
0
0
空

家
等

除
却

費
支

援
事

業
費

補
助

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

務
費

及
び

交
付
金

計
3
1
4
,
3
3
5

2
,
0
0
0

3
1
6
,
3
3
5

1
,
0
0
0

1
,
0
0
0

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額
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第４９号議案 

 
   笠松町監査委員の選任同意について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９６条第１項の規定により、次の者

を笠松町監査委員に選任したいから町議会の同意を求める。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 提 出 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 

記 

 

氏     名 尾  藤  米  宏 

住     所 羽島郡笠松町門間１４５１番地 

生 年 月 日 昭和３３年 ６ 月２６日 
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第５０号議案 

 
   羽島郡二町教育委員会委員の任命同意について 

 
 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条

第２項及び羽島郡二町教育委員会共同設置規約（昭和４４年笠松町告示第１９号）

第５条の規定により、次の者を羽島郡二町教育委員会委員に任命したいから町議会

の同意を求める。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 提 出 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 

記 

 

氏     名 佐  藤  由  香 

住     所 羽島郡岐南町野中３丁目９３番地 

生 年 月 日 昭和５０年１２月１５日 
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第５１号議案 

 
笠松町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例について 

 
 笠松町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

笠松町条例第１６号）の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 提 出 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 

笠松町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例 

 
笠松町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

笠松町条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 
第２９条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。 
第３１条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。 
第４４条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。 
第４７条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。 

 
附 則 

 （施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれ
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があるときは、当分の間、この条例による改正後の笠松町家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準を定める条例第２９条第２項、第３１条第２項、第４４

条第２項及び第４７条第２項の規定は、適用しない。この場合において、この条

例による改正前の笠松町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例第２９条第２項、第３１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項の規

定は、この条例の施行の日以後においても、なおその効力を有する。 
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第５２号議案 

 
   笠松町体育施設条例の一部を改正する条例について 

 
 笠松町体育施設条例（昭和４６年笠松町条例第６号）の一部を改正する条例を次

のとおり制定するものとする。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 提 出 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 
   笠松町体育施設条例の一部を改正する条例 

 
 笠松町体育施設条例（昭和４６年笠松町条例第６号）の一部を次のように改正す

る。 

 
 第２条の表笠松町南体育館の項を削る。 
 別表第１南体育館の項を削る。 

 
   附 則 
 この条例は、令和７年１月１日から施行する。 
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第５３号議案 

 
   岐阜県後期高齢者医療広域連合の処理する事務及び規約の変更について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、令

和６年１２月２日から、岐阜県後期高齢者医療広域連合の処理する事務を変更し、

岐阜県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年１月２３日岐阜県指令市町村第１

２６３号）を次のように変更するものとする。 

 
  令和 ６ 年 ６ 月１１日 提 出 
              笠 松 町 長  古  田  聖  人 

 
 
   岐阜県後期高齢者医療広域連合規約の一部を改正する規約 

 
 岐阜県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年１月２３日岐阜県指令市町村第

１２６３号）の一部を次のように改正する。 

 
別表第１中「被保険者証及び資格証明書」を「資格確認書等」に改める。 

 
附 則 

この規約は、令和６年１２月２日から施行する。 
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内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
一

般
管

理
費

2
8
5
,
6
7
7

△
2
4
,
9
1
6

2
6
0
,
7
6
1

2
9
7

△
2
5
,
2
1
3

 
2
給

料
△

1
5
,
0
3
3
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
3
職

員
手

当
等

△
5
,
7
1
5
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

△
3
,
8
7
1
職

員
異

動
等

に
よ
る

1
2
委

託
料

2
9
7
情

報
セ

ン
タ

ー
委

託
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1
8
負

担
金

補
助

△
5
9
4
市

町
村

職
員

退
職

手
当

組
合

負
担

金
△

7
5
4

及
び

交
付
金

水
道

事
業

児
童

手
当

負
担

金
2
4
0

下
水

道
事

業
児

童
手

当
負

担
金

△
8
0

 
4
電

子
計

算
費

6
8
,
9
3
1

1
9
8

6
9
,
1
2
9

1
9
8

1
2
委

託
料

1
9
8
情

報
セ

ン
タ

ー
委

託
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

計
4
7
8
,
6
9
4

△
2
4
,
7
1
8

4
5
3
,
9
7
6

2
9
7

△
2
5
,
0
1
5

(
款

)
 
2
 
総

務
費

(
項
)
 
2
 
企

画
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
企

画
総

務
費

2
0
6
,
8
0
2

1
3
,
0
2
7

2
1
9
,
8
2
9

3
,
8
7
6

9
,
1
5
1

 
2
給

料
4
,
7
4
7
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
3
職

員
手

当
等

2
,
6
0
1
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

1
,
8
0
3
職

員
異

動
等

に
よ
る

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額
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(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

1
8
負

担
金

補
助

3
,
8
7
6
中

間
サ

ー
バ

ー
・

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

運
用

交
付

及
び

交
付
金

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
4
地

方
創

生
推

2
,
1
0
0

6
,
0
5
5

8
,
1
5
5

4
,
5
4
1

1
,
5
1
4

1
8
負

担
金

補
助

6
,
0
5
5
地

方
創

生
移

住
支

援
金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

進
事

業
費

及
び

交
付
金

計
2
1
7
,
8
7
3

1
9
,
0
8
2

2
3
6
,
9
5
5

8
,
4
1
7

1
0
,
6
6
5

(
款

)
 
2
 
総

務
費

(
項
)
 
3
 
徴

税
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
税

務
総

務
費

2
8
2
,
5
0
9

9
4
0

2
8
3
,
4
4
9

9
4
0

 
2
給

料
1
,
2
0
0
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
3
職

員
手

当
等

△
1
,
1
4
2
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

8
8
2
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
2
賦

課
徴

収
費

3
6
,
4
0
5

2
1

3
6
,
4
2
6

2
1

1
8
負

担
金

補
助

2
1
軽

自
動

車
税

環
境

性
能

割
徴

収
取

扱
費

負
担

金
 
 

及
び

交
付
金

計
3
1
8
,
9
1
4

9
6
1

3
1
9
,
8
7
5

9
6
1

(
款

)
 
2
 
総

務
費

(
項
)
 
4
 
戸

籍
住

民
基

本
台

帳
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
戸

籍
住

民
基

8
3
,
9
1
9

5
,
7
1
7

8
9
,
6
3
6

2
,
0
3
2

3
,
6
8
5

 
1
報

酬
1
,
0
7
9
会

計
年

度
任

用
職

員
報

酬
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

本
台

帳
費

 
2
給

料
2
,
4
2
4
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
3
職

員
手

当
等

5
2
1
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

7
3
9
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
8
旅

費
3
0
費

用
弁

償
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1
2
委

託
料

9
2
4
戸

籍
シ

ス
テ

ム
改

修
委

託
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

計
8
3
,
9
1
9

5
,
7
1
7

8
9
,
6
3
6

2
,
0
3
2

3
,
6
8
5

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額
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(
款

)
 
3
 
民

生
費

(
項
)
 
1
 
社

会
福

祉
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
社

会
福

祉
総

7
0
6
,
3
2
0

5
,
4
5
0

7
1
1
,
7
7
0

5
,
4
5
0

 
2
給

料
7
0
0
職

員
異

動
等

に
よ
る

務
費

 
3
職

員
手

当
等

3
3
8
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

7
9
8
職

員
異

動
等

に
よ
る

2
2
償

還
金

利
子

3
0
6
返

還
金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

及
び

割
引
料

2
7
繰

出
金

3
,
3
0
8
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
繰

出
金

△
2
,
5
8
6

介
護

保
険

特
別

会
計

繰
出

金
5
,
8
9
4

 
3
老

人
福

祉
費

2
1
,
6
1
0

2
,
3
6
5

2
3
,
9
7
5

2
,
3
6
5

1
4
工

事
請

負
費

2
,
3
6
5
ゲ

ー
ト

ボ
ー

ル
場

設
備

撤
去

工
事

請
負

費
 
 
 
 
 
 

 
4
障

害
福

祉
費

6
8
3
,
1
1
1

3
0
0

6
8
3
,
4
1
1

3
0
0

1
9
扶

助
費

3
0
0
自

動
車

運
転

免
許

取
得

・
改

造
助

成
金
 
 
 
 
 
 
 
 

 
6
福

祉
会

館
費

3
0
,
6
3
2

6
,
0
9
9

3
6
,
7
3
1

6
,
0
9
9

 
3
職

員
手

当
等

1
0
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

3
5
職

員
異

動
等

に
よ
る

1
2
委

託
料

6
,
0
5
4
設

計
委

託
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
7
国

民
年

金
総

1
1
,
2
1
0

2
6

1
1
,
2
3
6

2
6

 
4
共

済
費

2
6
職

員
異

動
等

に
よ
る

務
費

 
8
後

期
高

齢
者

3
9
9
,
5
5
5

2
,
3
3
6

4
0
1
,
8
9
1

2
,
3
3
6

 
1
報

酬
1
,
5
8
7
会

計
年

度
任

用
職

員
報

酬
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

医
療
費

 
3
職

員
手

当
等

3
8
8
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

3
0
9
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
8
旅

費
5
2
費

用
弁

償
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

計
2
,
0
6
9
,
8
9
3

1
6
,
5
7
6

2
,
0
8
6
,
4
6
9

2
,
3
3
6

1
4
,
2
4
0

(
款

)
 
3
 
民

生
費

(
項
)
 
2
 
児

童
福

祉
費

(
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位
：
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円
)

補
　
 
正
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の
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源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
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国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
児

童
措

置
費

7
6
1
,
6
3
8

3
,
4
4
4

7
6
5
,
0
8
2

2
,
7
5
8

6
8
6

1
2
委

託
料

1
,
3
8
6
情

報
セ

ン
タ

ー
委

託
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1
8
負

担
金

補
助

2
,
0
5
8
保

育
環

境
改

善
等

事
業

補
助

金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

及
び

交
付
金

計
8
5
6
,
2
6
4

3
,
4
4
4

8
5
9
,
7
0
8

2
,
7
5
8

6
8
6

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額
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(
款

)
 
4
 
衛

生
費

(
項
)
 
1
 
保

健
衛

生
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
保

健
衛

生
総

1
5
2
,
4
3
7

3
,
3
3
3

1
5
5
,
7
7
0

1
,
4
9
2

△
2
,
3
3
6

4
,
1
7
7

 
1
報

酬
4
,
8
9
4
会

計
年

度
任

用
職

員
報

酬
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

務
費

 
2
給

料
△

7
0
8
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
3
職

員
手

当
等

△
1
,
6
8
5
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

6
7
9
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
8
旅

費
1
5
3
費

用
弁

償
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
2
予

防
費

6
4
,
2
5
7

4
0
,
5
2
7

1
0
4
,
7
8
4

2
4
,
5
2
6

1
6
,
0
0
1

1
0
需

用
費

5
7
印

刷
製

本
費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1
2
委

託
料

4
0
,
1
9
7
予

防
接

種
委

託
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1
9
扶

助
費

2
7
3
予

防
接

種
助

成
金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
3
健

康
増

進
事

3
1
,
0
3
9

1
2
4

3
1
,
1
6
3

1
5

1
0
9

1
2
委

託
料

1
2
4
健

康
診

査
委

託
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

業
費

 
7
福

祉
健

康
セ

8
,
7
3
0

4
5
6

9
,
1
8
6

4
5
6

1
7
備

品
購

入
費

4
5
6
庁

用
器

具
費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

ン
タ

－
費

計
2
9
3
,
8
5
7

4
4
,
4
4
0

3
3
8
,
2
9
7

2
6
,
0
3
3

△
2
,
3
3
6

2
0
,
7
4
3

(
款

)
 
5
 
農
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水

産
業
費

(
項
)
 
1
 
農
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費

(
単

位
：

千
円
)

補
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額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
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国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
2
農

業
総

務
費

1
5
,
4
6
2

1
,
2
5
5

1
6
,
7
1
7

1
,
2
5
5

 
2
給

料
4
9
3
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
3
職

員
手

当
等

5
1
0
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

2
5
2
職

員
異

動
等

に
よ
る

計
4
3
,
6
3
5

1
,
2
5
5

4
4
,
8
9
0

1
,
2
5
5

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額
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般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額
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(
款

)
 
6
 
商

工
費

(
項
)
 
1
 
商

工
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
商

工
総

務
費

8
,
0
1
4

△
1
,
1
8
7

6
,
8
2
7

△
1
,
1
8
7

 
2
給

料
△

4
9
3
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
3
職

員
手

当
等

△
5
1
0
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

△
1
8
4
職

員
異

動
等

に
よ
る

計
6
6
,
2
3
6

△
1
,
1
8
7

6
5
,
0
4
9

△
1
,
1
8
7

(
款

)
 
7
 
土

木
費

(
項
)
 
1
 
土

木
管

理
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
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国
県

支
出

金
町

債
そ
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他

 
1
土

木
総

務
費

6
3
,
9
3
8

9
,
1
3
8

7
3
,
0
7
6

9
,
1
3
8

 
2
給

料
4
,
3
4
9
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
3
職

員
手

当
等

3
,
1
4
9
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

1
,
6
4
0
職

員
異

動
等

に
よ
る

計
6
3
,
9
3
8

9
,
1
3
8

7
3
,
0
7
6

9
,
1
3
8

(
款

)
 
7
 
土

木
費

(
項
)
 
2
 
道

路
橋

梁
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
2
道

路
新

設
改

6
5
,
1
9
3

4
,
1
6
3

6
9
,
3
5
6

4
,
1
6
3

1
4
工

事
請

負
費

4
,
1
6
3
側

溝
舗

装
等

新
設

改
良

工
事

請
負

費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

良
費 計

2
6
0
,
1
2
8

4
,
1
6
3

2
6
4
,
2
9
1

4
,
1
6
3

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額
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(
款

)
 
7
 
土

木
費

(
項
)
 
4
 
都

市
計

画
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
都

市
計

画
総

2
5
4
,
1
2
9

△
3
,
5
0
0

2
5
0
,
6
2
9

△
3
,
5
0
0

 
2
給

料
△

9
3
2
職

員
異

動
等

に
よ
る

務
費

 
3
職

員
手

当
等

△
2
,
1
4
5
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

△
4
2
3
職

員
異

動
等

に
よ
る

計
3
1
6
,
3
3
5

△
3
,
5
0
0

3
1
2
,
8
3
5

△
3
,
5
0
0

(
款

)
 
9
 
教

育
費

(
項
)
 
1
 
教

育
総

務
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
教

育
総

務
費

2
9
6
,
7
4
7

△
4
3

2
9
6
,
7
0
4

△
4
3

 
3
職

員
手

当
等

△
9
0
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

4
7
職

員
異

動
等

に
よ
る

計
2
9
6
,
7
4
7

△
4
3

2
9
6
,
7
0
4

△
4
3

(
款

)
 
9
 
教

育
費

(
項
)
 
2
 
小

学
校
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
学

校
管

理
費

1
4
3
,
5
7
1

3
,
9
7
8

1
4
7
,
5
4
9

3
,
9
7
8

1
4
工

事
請

負
費

3
,
9
7
8
小

学
校

校
舎

修
繕

等
工

事
請

負
費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
2
教

育
振

興
費

1
9
,
2
6
2

9
1

1
9
,
3
5
3

9
0

1
1
1
役

務
費

6
傷

害
保

険
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1
3
使

用
料

及
び

8
5
自

動
車

借
上

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

賃
借
料

計
1
6
2
,
8
3
3

4
,
0
6
9

1
6
6
,
9
0
2

9
0

3
,
9
7
9

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

-51-



(
款

)
 
9
 
教

育
費

(
項
)
 
4
 
社

会
教

育
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
1
社

会
教

育
総

7
1
,
7
2
8

△
4
,
7
9
8

6
6
,
9
3
0

△
4
,
7
9
8

 
2
給

料
△

2
,
7
1
7
職

員
異

動
等

に
よ
る

務
費

 
3
職

員
手

当
等

△
1
,
5
3
7
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

△
5
4
4
職

員
異

動
等

に
よ
る

計
1
8
6
,
6
4
3

△
4
,
7
9
8

1
8
1
,
8
4
5

△
4
,
7
9
8

(
款

)
 
9
 
教

育
費

(
項
)
 
5
 
保

健
体

育
費

(
単

位
：

千
円
)

補
　
 
正

　
 
額

　
 
の

　
 
財

　
 
源

　
 
内

　
 
訳

節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
 
 
 
 
定

 
 
 
 
財

 
 
 
 
源

説
　

　
　
明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 
3
学

校
給

食
費

2
1
1
,
3
9
4

1
,
8
7
2

2
1
3
,
2
6
6

1
,
8
7
2

 
2
給

料
△

2
9
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
3
職

員
手

当
等

1
8
1
職

員
異

動
等

に
よ
る

 
4
共

済
費

1
5
2
職

員
異

動
等

に
よ
る

1
0
需

用
費

1
,
5
6
8
修

繕
料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

計
2
5
6
,
1
7
4

1
,
8
7
2

2
5
8
,
0
4
6

1
,
8
7
2

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額

一
般

財
源

区
 
 
 
分

金
 
 
 
額
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ぞ
れ

２
，

５
８

６
千

円

れ
２
，
１

０
４

，
０

７
３

千
円

と
 
す
 
る
。

２

笠
 
　
松
 
　
町
 
　
長
　
　
　
古
　
　
田
　
　
聖
　
　
人

を
減

額
し

、
歳

入
歳

出
予

算
の

総
額

を

歳
入

歳
出

そ
れ

ぞ

歳
入

歳
出

予
算

の
補

正
の

款
項

の
区

分
及

び
当

該
区

分
ご

と
の

金
額

並
び

に
補

正
後

の
歳

入
歳

出
予

算
の

金
額

は
、

令
　
和
 
６
 
年
 
６
 
月
 
１
１
 
日
　

　
提
 
　
出

「
第

１
表

歳
入

歳
出

予
算

補
正

」
に

よ
る

。

令
 
和
 
６
 
年
 
度
 
笠
 
松
 
町
 
国
 
民
 
健
 
康
 
保
 
険
 
特
 
別
 
会
 
計
 
補
 
正
 
予
 
算
 
書

第
 
５
 
５
 
号

 
議
 
案

令
 
和
 
６
 
年
 
度
 
笠
 
松
 
町
 
国
 
民
 
健
 
康
 
保
 
険
 
特
 
別
 
会
 
計
 
補
 
正
 
予
 
算
 
（
 
第
 
２
 
号
 
）

令
和

６
年

度
笠

松
町

の
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
２

号
）

は
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

（
歳
 
入
 
歳
 
出
 
予
 
算
 
の
 
補
 
正
）

第
１

条
既

定
の

歳
入

歳
出

予
算

の
総

額
か

ら
歳

入
歳

出
そ

れ

-53-



(
歳

　
入

)
(
単

位
：

千
円
)

款
項

補
 
 
正

 
 
前

 
 
の

 
 
額

補
　

　
正

　
　
額

計

6
繰

入
金

２
６

３
，

５
４
６

△
２

，
５

８
６

２
６

０
，

９
６
０

1
他

会
計

繰
入

金
１

５
３

，
５

４
６

△
２

，
５

８
６

１
５

０
，

９
６
０

歳
　

　
　

　
　

入
　

　
　

　
　

合
　

　
　

　
　
計

２
，

１
０

６
，

６
５
９

△
２

，
５

８
６

２
，

１
０

４
，

０
７
３

(
歳

　
出

)
(
単

位
：

千
円
)

款
項

補
 
 
正

 
 
前

 
 
の

 
 
額

補
　

　
正

　
　
額

計

1
総

務
費

４
２

，
４

１
５

△
２

，
５

８
６

３
９

，
８

２
９

1
総

務
管

理
費

３
５

，
５

７
５

△
２

，
５

８
６

３
２

，
９

８
９

歳
　

　
　

　
　

出
　

　
　

　
　

合
　

　
　

　
　
計

２
，

１
０

６
，

６
５
９

△
２

，
５

８
６

２
，

１
０

４
，

０
７
３

第
１

表
　

歳
 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
補

 
正
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１
　

歳
入

(
款

)
 
6
 
繰

入
金

(
項

)
 
1
 
他

会
計

繰
入

金
(
単

位
：

千
円

)

節

補
正

前
の

額
補

 
正

 
額

計
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

 
1
一

般
会

計
繰

入
金

1
5
3
,
5
4
6

△
2
,
5
8
6

1
5
0
,
9
6
0

 
4
職

員
給

与
費

等
繰

入
金

△
2
,
5
8
6
職

員
給

与
費

等
繰

入
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計
1
5
3
,
5
4
6

△
2
,
5
8
6

1
5
0
,
9
6
0

歳
入

歳
出

補
正

予
算

事
項

別
明

細
書

目
区

 
 
 
 
 
分

金
 
 
 
額

２
　

歳
出

(款
) 

1 
総

務
費

(項
) 

1 
総

務
管

理
費

(単
位

：
千

円
)

補
　

 正
　

 額
　

 の
　

 財
　

 源
　

 内
　

 訳
節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
  

  
定
  

  
財
  

  
源

説
　

　
　

明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 1
一

般
管

理
費

34
,9

97
△

2,
58

6
32

,4
11

△
2,

58
6

 2
給

料
△

1,
34

3
職

員
異

動
等

に
よ

る

 3
職

員
手

当
等

△
81

7
職

員
異

動
等

に
よ

る

 4
共

済
費

△
25

1
職

員
異

動
等

に
よ

る

18
負

担
金

補
助

△
17

5
市

町
村

職
員

退
職

手
当

組
合

負
担

金
  

  
  

  
  

及
び

交
付

金

計
35

,5
75

△
2,

58
6

32
,9

89
△

2,
58

6

一
般

財
源

区
  

 分
金

  
 額
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２
，

２
０

２
，

１
２

９
千

円
と
 
す
 
る
。

２

笠
 
　
松
 
　
町
 
　
長
　
　
　
古
　
　
田
　
　
聖
　
　
人

令
　
和
 
６
 
年
 
６
 
月
１
１
日
　
　

提
 
　
出

令
 
和
 
６
 
年
 
度
 
笠
 
松
 
町
 
介
 
護
 
保
 
険
 
特
 
別
 
会
 
計
 
補
 
正
 
予
 
算
 
書

第
 
５
 
６
 
号

 
議
 
案

令
 
和
 
６
 
年
 
度
 
笠
 
松
 
町
 
介
 
護
 
保
 
険
 
特
 
別
 
会
 
計
 
補
 
正
 
予
 
算
 
（
 
第
 
１
 
号
 
）

令
和

６
年

度
笠

松
町

の
介

護
保

険
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）

は
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

（
歳
 
入
 
歳
 
出
 
予
 
算
 
の
 
補
 
正
）

第
１

条
既

定
の

歳
入

歳
出

予
算

の
総

額
に

歳
入

歳
出

そ
れ

ぞ
れ

５
，

８
９

４
千

円
を

追
加

し
、

歳
入

歳
出

予
算

の
総

額
を

歳
入

歳
出

そ
れ

ぞ
れ

歳
入

歳
出

予
算

の
補

正
の

款
項

の
区

分
及

び
当

該
区

分
ご

と
の

金
額

並
び

に
補

正
後

の
歳

入
歳

出
予

算
の

金
額

は
、

「
第

１
表

歳
入

歳
出

予
算

補
正

」
に

よ
る

。
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(
歳
　
入
)

(
単
位
：
千
円
)

款
項

補
 
 
正

 
 
前

 
 
の

 
 
額

補
　
　
正
　
　

額
計

7
繰

入
金

３
４

２
，
７
０

６
５
，
８
９

４
３
４
８
，
６
０
０

1
他

会
計

繰
入

金
３

３
５

，
０
９

９
５
，
８
９

４
３
４
０
，
９
９
３

歳
　

　
　

　
　

入
　

　
　

　
　

合
　

　
　

　
　
計

２
，

１
９

６
，
２
３

５
５
，
８
９

４
２
，
２
０
２
，
１
２
９

(
歳
　
出
)

(
単
位
：
千
円
)

款
項

補
 
 
正

 
 
前

 
 
の

 
 
額

補
　
　
正
　
　

額
計

1
総

務
費

４
０

，
３
９

６
５
，
８
９

４
４
６
，
２
９
０

1
総

務
管

理
費

１
８

，
０
０

５
５
，
８
９

４
２
３
，
８
９
９

歳
　

　
　

　
　

出
　

　
　

　
　

合
　

　
　

　
　
計

２
，

１
９

６
，
２
３

５
５
，
８
９

４
２
，
２
０
２
，
１
２
９

第
１

表
　

歳
 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
補

 
正
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１
　

歳
入

(
款

)
 
7
 
繰

入
金

(
項

)
 
1
 
他

会
計

繰
入

金
(
単

位
：

千
円

)

節

補
正

前
の

額
補

 
正

 
額

計
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

 
1
一

般
会

計
繰

入
金

3
3
5
,
0
9
9

5
,
8
9
4

3
4
0
,
9
9
3

 
4
そ

の
他

一
般

会
計

繰
入

金
5
,
8
9
4
職

員
給

与
費

等
繰

入
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計
3
3
5
,
0
9
9

5
,
8
9
4

3
4
0
,
9
9
3

歳
入

歳
出

補
正

予
算

事
項

別
明

細
書

目
区

 
 
 
 
 
分

金
 
 
 
額

２
　

歳
出

(款
) 

1 
総

務
費

(項
) 

1 
総

務
管

理
費

(単
位

：
千

円
)

補
　

 正
　

 額
　

 の
　

 財
　

 源
　

 内
　

 訳
節

目
補

正
前

の
額

補
正

額
計

特
  

  
定
  

  
財
  

  
源

説
　

　
　

明

国
県

支
出

金
町

債
そ

の
他

 1
一

般
管

理
費

18
,0

05
5,

89
4

23
,8

99
5,

89
4

 2
給

料
2,

86
0
職

員
異

動
等

に
よ

る

 3
職

員
手

当
等

1,
71

4
職

員
異

動
等

に
よ

る

 4
共

済
費

94
8
職

員
異

動
等

に
よ

る

18
負

担
金

補
助

37
2
市

町
村

職
員

退
職

手
当

組
合

負
担

金
  

  
  

  
  

及
び

交
付

金

計
18

,0
05

5,
89

4
23

,8
99

5,
89

4

一
般

財
源

区
  

 分
金

  
 額
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第
 
５
 
７
 
号

 
議
 
案

第
１
条

令
和
６
年
度
笠
松
町
水
道
事
業
会
計
の
補
正
予
算
（
第
１
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
る
。

第
２
条

（
 
計
 
）
 
 
 
 

　
第
１
款

水
道
事
業
収
益

２
７
８
，
２
１
６

千
円

２
４
０

千
円

２
７
８
，
４
５
６

千
円

　
第
２
項

　
営
業
外
収
益

４
６
，
０
８
５

千
円

２
４
０

千
円

４
６
，
３
２
５

千
円

　
第
１
款

水
道
事
業
費
用

２
８
５
，
７
４
２

千
円

９
８
５

千
円

２
８
６
，
７
２
７

千
円

　
第
１
項

　
営
業
費
用

２
７
５
，
０
２
０

千
円

９
８
５

千
円

２
７
６
，
０
０
５

千
円

令
 和

 ６
 年

 度
 笠

 松
 町

 水
 道

 事
 業

 会
 計

 補
 正

 予
 算

 書

令
 
和
 
６
 
年
 
度
 
笠
 
松
 
町
 
水
 
道
 
事
 
業
 
会
 
計
 
補
 
正
 
予
 
算
 
（
 
第
 
１
 
号
 
）

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

令
和

６
年
度
笠
松
町
水
道
事
業
会
計
予
算
（
以
下
「
予
算
」
と
い
う
。
）
第
３
条
に
定
め

た
収
益
的
収
入
及
び
支
出
の
予
定
額
を
次
の
と
お
り

（
科
　
目
）

 
 
（
 
既
 
決
 
予
 
定
 
額
 
）

（
 
補
 
正
 
予
 
定
 
額
 
）

支
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

補
正
す
る
。
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第
３
条

（
 
計
 
）
 
 
 
 

　
職
員
給
与

費
２
０
，
９
９
３

千
円

７
３
７

千
円

２
１
，
７
３
０

千
円

.

令
　

和
 
６
 
年
 
６
 
月
１
１
日
　
提
　
出

予
算

第
７
条
に
定
め
た
経
費
の
金
額
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

 
 
（
 
既
 
決
 
予
 
定
 
額
 
）

（
 
補
 
正
 
予
 
定
 
額
 
）

 
 
 
 
 
 
笠
 
　
松
　
 
町
　
 
長
 
　
　
　
古
　
 
田
 
　
　
聖
 
　
人

（
科
　
目
）
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款
項

目
既

決
予

定
額

補
正

予
定

額
計

１
　

水
道

事
業

収
益

2
7
8
,2

1
6

2
4
0

2
7
8
,4

5
6

２
　

営
業

外
収

益
4
6
,0

8
5

2
4
0

4
6
,3

2
5

３
　

他
会

計
補

助
金

　
　

及
び

負
担

金
2
4
0

2
4
0

4
8
0

児
童

手
当

負
担

金

款
項

目
既

決
予

定
額

補
正

予
定

額
計

１
　

水
道

事
業

費
用

2
8
5
,7

4
2

9
8
5

2
8
6
,7

2
7

１
　

営
業

費
用

2
7
5
,0

2
0

9
8
5

2
7
6
,0

0
5

３
　

総
係

費
5
3
,7

8
2

9
8
5

5
4
,7

6
7

給
料

6
7

手
当

7
1
0

法
定

福
利

費
2
0
0

退
職

手
当

組
合

負
担

金
8

令
 和

 ６
 年

 度
 笠

 松
 町

 水
 道

 事
 業

 会
 計

 補
 正

 予
 算

 実
 施

 計
 画

 書

支
　

　
　

　
　

 　
　

　
　

出

（
単

位
:千

円
）　

　
　

備
　

　
　

　
　

　
　

考

収
　

益
　

的
　

収
　

入
　

及
　

び
　

支
　

出

収
　

　
　

　
　

 　
　

　
　

入

（
単

位
:千

円
）　

　
　

備
　

　
　

　
　

　
　

考
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（
単

位
：

円
）

１
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

(
1
)

当
年

度
純

利
益

（
△

は
純

損
失

）
△

 
1
5
,
8
9
5
,
3
7
2

(
2
)

減
価

償
却

費
1
2
0
,
0
5
1
,
0
0
0

(
3
)

固
定

資
産

除
却

費
1
4
,
2
0
5
,
0
0
0

(
4
)

貸
倒

引
当

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
0

(
5
)

引
当

金
（

負
債

性
引

当
金

）
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
△

 
1
8
,
0
0
0

(
6
)

長
期

前
受

金
戻

入
額

2
6
,
1
4
1
,
0
0
0

(
7
)

受
取

利
息

及
び

受
取

配
当

金
△

 
9
5
9
,
0
0
2

(
8
)

支
払

利
息

4
,
5
5
5
,
0
0
0

(
9
)

未
収

金
の

増
減

額
（

△
は

増
加

）
△

 
4
7
,
3
4
4

(
1
0
)

未
払

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少

）
△

 
3
8
8
,
4
8
3
,
9
7
5

(
1
1
)

た
な

卸
資

産
の

増
減

額
（

△
は

増
加

）
0

　
小

　
　

計
△

 
2
4
0
,
4
5
1
,
6
9
3

(
1
2
)

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額
9
5
9
,
0
0
2

(
1
3
)

利
息

の
支

払
額

△
 
4
,
5
5
5
,
0
0
0

　
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
△

 
2
4
4
,
0
4
7
,
6
9
1

令
和

６
年

度
笠

松
町

水
道

事
業

予
定

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
計

算
書

（
令

和
６

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
７

年
３

月
３

１
日

）
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（
単

位
：

円
）

２
　

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

(
1
)

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
 
2
1
2
,
1
0
1
,
1
2
8

(
2
)

国
庫

補
助

金
等

に
よ

る
収

入
5
2
,
7
7
0
,
1
0
0

　
投

資
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
△

 
1
5
9
,
3
3
1
,
0
2
8

３
　

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

(
1
)

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
に

よ
る

収
入

0

(
2
)

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
の

償
還

に
よ

る
支

出
3
1
,
1
2
3
,
0
0
0

(
3
)

他
会

計
か

ら
の

出
資

に
よ

る
収

入
0

　
財

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
3
1
,
1
2
3
,
0
0
0

　
　

資
金

増
加

額
（

又
は

減
少

額
）

△
 
3
7
2
,
2
5
5
,
7
1
9

　
　

資
金

期
首

残
高

3
8
2
,
0
3
6
,
2
0
1

　
　

資
金

期
末

残
高

9
,
7
8
0
,
4
8
2
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１
　
　
固
 
 
　
定
　
 
 
資
　
 
 
産

円
円

円
円

(
1
)

有
　

形
　
固
　
定
　
資
　
産

　
　
イ

土
地

4
,
1
5
4
,
2
1
4

ロ
建

物
1
8
8
,
9
9
0
,
8
7
8

減
価

償
却

累
計

額
△

 
5
9
,
4
0
3
,
3
1
2

1
2
9
,
5
8
7
,
5
6
6

ハ
構

築
物

4
,
7
8
7
,
0
6
9
,
6
5
5

減
価

償
却

累
計

額
△

 
2
,
2
1
7
,
4
7
9
,
3
9
6

2
,
5
6
9
,
5
9
0
,
2
5
9

ニ
機

械
及

び
装

置
1
,
0
8
9
,
6
7
5
,
2
0
1

減
価

償
却

累
計

額
△

 
4
7
9
,
1
9
9
,
1
5
6

6
1
0
,
4
7
6
,
0
4
5

ホ
車

両
運

搬
具

2
,
0
2
6
,
7
5
9

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
,
9
2
5
,
4
2
1

1
0
1
,
3
3
8

ヘ
工

具
、

器
具

及
び

備
品

1
,
1
9
8
,
1
0
0

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
,
1
1
2
,
5
7
5

8
5
,
5
2
5

有
形

固
定

資
産

合
計

3
,
3
1
3
,
9
9
4
,
9
4
7

令
和
６
年
度
笠
松
町
水
道
事
業
予
定
貸
借
対
照
表

（
令
和
７
年
３
月
３
１
日
）

資
　
　
　
　
　
産
　
　
　
　
　
の
　
　
　
　
　
部

-64-



(
2
)

投
 
資

 
そ
 
の
 
他
 
の
 
資
 
産

　
　
イ

投
資

有
価

証
券

1
9
6
,
5
3
1
,
0
0
0

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

1
9
6
,
5
3
1
,
0
0
0

固
定

資
産

合
計

3
,
5
1
0
,
5
2
5
,
9
4
7

２
　
　
流
　
　
動
　
 
 
資
　
 
 
産

(
1
)

現
　

　
金
　
　
預
　
　
金

9
,
7
8
0
,
4
8
2

(
2
)

未
　

　
 
　
収
 
　
　
　
金

8
,
3
4
2
,
2
5
2

貸
倒

引
当

金
△

 
5
0
0
,
0
0
0

7
,
8
4
2
,
2
5
2

(
3
)

貯
　

　
　
蔵
　
　
　
　
品

2
9
5
,
6
6
4

(
4
)

そ
 
の

 
他
 
流
 
動
 
資
 
産

1
0
0
,
0
0
0

流
動

資
産

合
計

1
8
,
0
1
8
,
3
9
8

資
産

合
計

3
,
5
2
8
,
5
4
4
,
3
4
5
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３
　
　
固
　
　
定
　
 
 
負
　
　
債

(
1
)

企
　

　
　
　
業
　
　
　
　
債

イ
建

設
改

良
費

等
企

業
債

8
2
5
,
6
5
0
,
6
6
7

企
業

債
合

計
8
2
5
,
6
5
0
,
6
6
7

固
定

負
債

合
計

8
2
5
,
6
5
0
,
6
6
7

４
　
　
流
　
　
動
　
 
 
負
　
 
 
債

(
1
)

企
　

　
　
　
業
　
　
　
　
債

イ
建

設
改

良
費

等
企

業
債

3
4
,
6
8
1
,
0
0
0

企
業

債
合

計
3
4
,
6
8
1
,
0
0
0

(
2
)

未
 
 
 
 
 
 
 
 
払
 
 
 
 
 
 
 
 
金

1
3
9
,
6
0
9
,
6
0
0

(
3
)

引
 
 
 
 
 
 
 
 
当
 
 
 
 
 
 
 
 
金

イ
賞

与
引

当
金

1
,
6
6
7
,
0
0
0

引
当

金
合

計
1
,
6
6
7
,
0
0
0

(
4
)

そ
 
の

 
他
 
流
 
動
 
負
 
債

1
0
0
,
0
0
0

流
動

負
債

合
計

1
7
6
,
0
5
7
,
6
0
0

負
　
　
　
　
　
債
　
　
　
　
　
の
　
　
　
　
　
部
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５
　
　
繰
　
　
延
　
　
収
　
　
益

(
1
)

長
 
 
 
期
 
 
 
前
 
 
 
受
 
 
 
金

2
,
1
8
3
,
6
8
1
,
7
5
8

(
2
)

長
期

前
受
金
収
益
化
累
計
額

△
 
1
,
0
5
2
,
5
0
2
,
5
3
5

繰
延

収
益

合
計

1
,
1
3
1
,
1
7
9
,
2
2
3

負
債

合
計

2
,
1
3
2
,
8
8
7
,
4
9
0

６
　
　
資
　
　
　
本
　
　
　
金

1
,
0
1
0
,
7
1
8
,
9
3
0

７
　
　
剰
　
　
　
余
　
　
　
金

(
1
)

利
　

益
　
剰
　
余
　
金

イ
減

債
積

立
金

9
0
,
0
0
0
,
0
0
0

ロ
建

設
改

良
積

立
金

2
9
9
,
0
0
0
,
0
0
0

ハ
当

年
度

未
処

理
欠

損
金

4
,
0
6
2
,
0
7
5

利
益

剰
余

金
合

計
3
8
4
,
9
3
7
,
9
2
5

剰
余

金
合

計
3
8
4
,
9
3
7
,
9
2
5

資
本

合
計

1
,
3
9
5
,
6
5
6
,
8
5
5

負
債

資
本

合
計

3
,
5
2
8
,
5
4
4
,
3
4
5

資
　
　
　
　
　
本
　
　
　
　
　
の
　
　
　
　
　
部
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第
 
５
 
８
 
号
 
議
 
案

第
１
条

令
和
６
年
度
笠
松
町
下
水
道
事
業
会
計
の
補
正
予
算
（
第
１
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

第
２
条

（
 
計
 
）
 
 
 
 

　
第
１
款

資
本
的
収
入

５
８
６
，
８
５
２

千
円

３
４

千
円

５
８
６
，
８
８
６

千
円

　
第
１
項

　
国
庫
補
助
金

１
４
３
，
８
５
２

千
円

△
２
６
，
３
６
６

千
円

１
１
７
，
４
８
６

千
円

　
第
３
項

　
企
業
債

３
９
４
，
８
０
０

千
円

２
６
，
４
０
０

千
円

４
２
１
，
２
０
０

千
円

収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

　
次
の
と

お
り
補
正
す
る
。

 
 
（
 
既
 
決
 
予
 
定
 
額
 
）

（
科
　
目
）

（
 
補
 
正
 
予
 
定
 
額
 
）

令
和

６
年

度
笠

松
町

下
水

道
事

業
会

計
予

算
（

以
下

「
予

算
」

と
い

う
。

）
第

４
条

本
文

括
弧

書
中

「
資

本
的

収
入

額
が

資
本

的
支

出
額

令
 和

 ６
 年

 度
 笠

 松
 町

 下
 水

 道
 事

 業
 会

 計
 補

 正
 予

 算
 書

令
 
和

 
６
 
年
 
度
 
笠
 
松
 
町
 
下
 
水
 
道
 
事
 
業
 
会
 
計
 
補
 
正
 
予
 
算
 
（
 
第
 
１
 
号
 
）

に
対

し
不

足
す

る
額

2
0
8
,
8
5
6
千

円
は

過
年

度
分

損
益

勘
定

留
保

資
金

2
5
,
1
3
2
千

円
及

び
当

年
度

分
損

益
勘

定
留

保
資

金
1
8
3
,
7
2
4
千

円
で

補

て
ん

す
る

も
の

と
す

る
。

」
を

「
資

本
的

収
入

額
が

資
本

的
支

出
額

に
対

し
不

足
す

る
額

2
0
8
,
8
2
2
千

円
は

過
年

度
分

損
益

勘
定

留
保

資
金

2
5
,
1
3
2
千

円
及

び
当

年
度

分
損

益
勘

定
留

保
資

金
1
8
3
,
6
9
0
千

円
で

補
て

ん
す

る
も

の
と

す
る

。
」

に
改

め
、

資
本

的
収

入
の

予
定

額
を
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第
３
条

補
正
後

２
３

０
，

４
０

０
千

円

４
．
０
％
以
内

（
た
だ
し
、
利
率
見

直
し
方
式
で
借
り
入

れ
る
資
金
に
つ
い

て
、
利
率
の
見
直
し

を
行
っ
た
後
に
お
い

て
は
、
当
該
見
直
し

後
の
利
率
）

令
　
和
 
６
 
年
 
６
 
月
１
１
日
　
提
　
出

 
 
 
 
 
 
笠
 
　
松
　
 
町
　
 
長
 
　
　
　
古
　
 
田
 
　
　
聖
 
　
人

公
共

下
水

道
事

業
証
書
借
入

又
は
証
券
発
行

起
債

の
方

法
利

　
　

率
償

還
の

方
法

２
０

４
，

０
０

０
千

円

政
府
・
機
構
資
金
に
つ
い
て
は
、
そ
の
融

資
条
件
に
よ
る
。
銀
行
、
そ
の
他
の
場
合

は
、
そ
の
債
権
者
と
協
定
し
た
融
資
条
件

に
よ
る
。
た
だ
し
、
企
業
財
政
の
都
合
に

よ
り
据
置
期
間
及
び
償
還
期
限
を
短
縮

し
、
も
し
く
は
繰
上
償
還
又
は
低
利
に
借

換
え
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

補
正
前

起
債

の
目

的

予
算
第
６
条
に
定
め
た
起
債
の
限
度
額
を
、
次
の
と
お
り
補
正
す
る
。

限
　

度
　

額
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款
項

目
既

決
予

定
額

補
正

予
定

額
計

１
　

資
本

的
収

入
5
8
6,

8
52

3
4

5
8
6,

8
86

１
　

国
庫

補
助

金
1
4
3,

8
52

△
 2

6,
3
66

1
1
7,

4
86

１
　

国
庫

補
助

金
1
4
3,

8
52

△
 2

6,
3
66

1
1
7,

4
86

３
　

企
業

債
3
9
4,

8
00

2
6,

4
00

4
2
1,

2
00

１
　

建
設

改
良

費
等

企
業

債
3
9
4,

8
00

2
6,

4
00

4
2
1,

2
00

公
共

下
水

道
事

業
債

2
6,

4
00

令
 和

 ６
 年

 度
 笠

 松
 町

 下
 水

 道
 事

 業
 会

 計
 補

 正
 予

 算
 実

 施
 計

 画
 書

収
　

　
　

　
　

 　
　

　
　

入

（
単

位
:千

円
）
　

　
　

備
　

　
　

　
　

　
　

考
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（
単

位
：

円
）

１
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

(
1
)

当
年

度
純

利
益

（
△

は
純

損
失
）

△
 
3
1
,
8
4
1
,
1
6
1

(
2
)

減
価

償
却
費

3
6
7
,
8
4
4
,
9
8
9

(
3
)

固
定

資
産

除
却
費

0

(
4
)

貸
倒

引
当

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少
）

0

(
5
)

賞
与

引
当

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少
）

△
 
1
7
1
,
6
7
0

(
6
)

長
期

前
受

金
戻

入
額

△
 
1
6
5
,
3
7
4
,
5
5
2

(
7
)

受
取

利
息

及
び

受
取

配
当
金

△
 
1
,
0
0
0

(
8
)

支
払

利
息

4
3
,
8
5
7
,
0
4
1

(
9
)

未
収

金
の

増
減

額
（

△
は

増
加
）

0

(
1
0
)

未
払

金
の

増
減

額
（

△
は

減
少
）

△
 
1
,
6
5
3
,
6
7
8

(
1
1
)

た
な

卸
資

産
の

増
減

額
（

△
は

増
加
）

0

　
小

　
　
計

2
1
2
,
6
5
9
,
9
6
9

(
1
2
)

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取
額

1
,
0
0
0

(
1
3
)

利
息

の
支

払
額

△
 
4
3
,
8
5
7
,
0
4
1

　
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ
ー

1
6
8
,
8
0
3
,
9
2
8

令
和

６
年

度
笠

松
町

下
水

道
事

業
予

定
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

計
算
書

（
令

和
６

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
７

年
３

月
３

１
日
）

-71-



（
単

位
：

円
）

２
　

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

(
1
)

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
 
3
7
5
,
8
8
9
,
4
9
4

(
2
)

無
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
 
1
6
,
7
7
7
,
8
4
8

(
3
)

国
庫

補
助

金
等

に
よ

る
収
入

1
1
7
,
4
8
6
,
0
0
0

(
4
)

一
般

会
計

又
は

他
の

特
別

会
計

か
ら

の
繰

入
金

収
入

4
8
,
2
0
0
,
0
0
0

　
投

資
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ
ー

△
 
2
2
6
,
9
8
1
,
3
4
2

３
　

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

(
1
)

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
に

よ
る

収
入

4
2
1
,
2
0
0
,
0
0
0

(
2
)

建
設

改
良

費
等

の
財

源
に

充
て

る
た

め
の

企
業

債
の

償
還

に
よ

る
支
出

△
 
3
6
4
,
9
7
4
,
0
7
0

(
3
)

他
会

計
か

ら
の

出
資

に
よ

る
収
入

0

　
財

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ
ー

5
6
,
2
2
5
,
9
3
0

　
　

資
金

増
加

額
（

又
は

減
少

額
）

△
 
1
,
9
5
1
,
4
8
4

　
　

資
金

期
首

残
高

1
2
,
1
6
4
,
2
5
7

　
　

資
金

期
末

残
高

1
0
,
2
1
2
,
7
7
3
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１
　

　
固

 
 
　

定
　

 
 
資

　
 
 
産

円
円

円
円

(
1
)

有
　

形
　

固
　

定
　

資
　

産

イ
構

築
物

1
2
,
1
5
0
,
7
8
2
,
9
71

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
,
9
2
3
,
1
7
9
,
5
27

1
0
,
2
2
7
,
6
0
3
,
4
44

ロ
機

械
及

び
装

置
2
,
1
1
7
,
3
1
1

減
価

償
却

累
計

額
△

 
1
,
0
2
9
,
0
1
2

1
,
0
8
8
,
2
9
9

有
形

固
定

資
産

合
計

1
0
,
2
2
8
,
6
9
1
,
7
43

(
2
)

無
　

形
　

固
　

定
　

資
　

産

　
　

イ
施

設
利

用
権

8
1
6
,
4
1
0
,
9
2
3

無
形

固
定

資
産

合
計

8
1
6
,
4
1
0
,
9
23

固
定

資
産

合
計

1
1
,
0
4
5
,
1
0
2
,
6
66

２
　

　
流

　
　

動
　

 
 
資

　
 
 
産

(
1
)

現
　

　
金

　
　

預
　

　
金

1
0
,
2
1
2
,
7
7
3

(
2
)

未
　

　
 
　

収
 
　

　
　

金
7
,
9
0
0
,
0
0
0

貸
倒

引
当

金
△

 
5
0
0
,
0
0
0

7
,
4
0
0
,
0
0
0

流
動

資
産

合
計

1
7
,
6
1
2
,
7
7
3

資
産

合
計

1
1
,
0
6
2
,
7
1
5
,
4
39

（
令

和
７

年
３

月
３

１
日

）

資
　

　
　

　
　

産
　

　
　

　
　

の
　

　
　

　
　

部

令
和

６
年

度
笠

松
町

下
水

道
事

業
予

定
貸

借
対

照
表
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３
　

　
固

　
　

定
　

 
 
負

　
　

債

(
1
)

企
　

　
　

　
業

　
　

　
　

債

イ
建

設
改

良
費

等
企

業
債

4
,
0
0
8
,
5
2
6
,
4
27

企
業

債
合

計
4
,
0
0
8
,
5
2
6
,
4
27

固
定

負
債

合
計

4
,
0
0
8
,
5
2
6
,
4
27

４
　

　
流

　
　

動
　

 
 
負

　
 
 
債

(
1
)

企
　

　
　

　
業

　
　

　
　

債

イ
建

設
改

良
費

等
企

業
債

3
4
3
,
6
4
4
,
4
5
8

企
業

債
合

計
3
4
3
,
6
4
4
,
4
58

(
2
)

未
 
 
 
 
 
 
 
 
払

 
 
 
 
 
 
 
 
金

7
6
,
2
0
9
,
5
0
0

(
3
)

引
 
 
 
 
 
 
 
 
当

 
 
 
 
 
 
 
 
金

イ
賞

与
引

当
金

2
,
3
6
1
,
3
3
0

引
当

金
合

計
2
,
3
6
1
,
3
3
0

流
動

負
債

合
計

4
2
2
,
2
1
5
,
2
88

負
　

　
　

　
　

債
　

　
　

　
　

の
　

　
　

　
　

部
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５
　

　
繰

　
　

延
　

　
収

　
　

益

(
1
)

長
 
 
 
期

 
 
 
前

 
 
 
受

 
 
 
金

6
,
4
0
4
,
2
0
3
,
7
45

(
2
)

収
　

益
　

化
　

累
　

計
　

額
△

 
9
1
4
,
6
6
8
,
5
37

繰
延

収
益

合
計

5
,
4
8
9
,
5
3
5
,
2
08

負
債

合
計

9
,
9
2
0
,
2
7
6
,
9
23

６
　

　
資

　
　

　
本

　
　

　
金

1
,
4
7
9
,
5
8
3
,
8
39

７
　

　
剰

　
　

　
余

　
　

　
金

(
1
)

欠
　

　
　

損
　

　
　

金

イ
当

年
度

未
処

理
欠

損
金

3
3
7
,
1
4
5
,
3
2
3

利
益

剰
余

金
合

計
△

 
3
3
7
,
1
4
5
,
3
23

剰
余

金
合

計
△

 
3
3
7
,
1
4
5
,
3
23

資
本

合
計

1
,
1
4
2
,
4
3
8
,
5
16

負
債

資
本

合
計

1
1
,
0
6
2
,
7
1
5
,
4
39

資
　

　
　

　
　

本
　

　
　

　
　

の
　

　
　

　
　

部
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